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平成２７年度

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

第１回 ●７／２４

第２回
●上旬
５日か６日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第３回 ●下旬
26日か27日

第４回 ●上旬

第５回 ●中旬

第６回 ●中旬

第７回 ●下旬

第８回 ●２月下旬～３月

・おだわら水道ビジョンについて
・水道料金のしくみ

・答申（案）の作成

・施設見学

・水道料金について審議

・委嘱状交付
・諮問
・水道事業の概要と沿革

・水道料金について審議

・水道料金について審議

・答申



 

小田原市水道料金審議会の公開について 

 
１ 公開・非公開の決定 
   本市の審議会等の会議は原則公開で、あらかじめ公開の可否について決

定しておかなければならない。 
  （関係法令「小田原市情報公開条例第２４条」） 
  （関係法令「小田原市審議会等の会議の公開に関する要綱第２条」） 
 
２ 会議の事前公表等 

(1) 事前公表 
審議会を開催する一週間前までに、行政情報センター及び市ホームペー

ジにその内容について掲載する。 
（関係法令「小田原市審議会等の会議の公開に関する要綱第３条」） 

(2) 会議資料 
 傍聴者へ配布する。 
（関係法令「小田原市審議会等の会議の公開に関する要綱第５条」） 

(3) 会議録等の公開 
 会議の終了後、速やかに、会議開催状況報告書及び会議録を作成し、総

務課へ提出する。会議録は、会議開催年度の翌年度の末日まで行政情報セ

ンターに据え置かれる。 
（関係法令「小田原市審議会等の会議の公開に関する要綱第６条」） 
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小田原市水道料金審議会傍聴要領 

                       （平成２１年８月２７日） 
   小田原市水道料金審議会傍聴要領 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、小田原市水道料金審議会（以下「審議会」という。）の傍聴に関

し必要な事項を定めるものとする。 

 （傍聴の手続） 

第２条 審議会の傍聴を希望する者は、自己の氏名等を審議会傍聴受付簿に記入し、係

員の指示に従って傍聴席に入らなければならない。 

 （傍聴の制限） 

第３条 次の各号のいずれかに該当する者は、審議会を傍聴することができない。 

 (1) 凶器その他人に危険をおよぼすおそれのある物品を携帯している者 

 (2) 酒気を帯びていると認められる者 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、審議会の進行を妨げるおそれがあると認められる者 

 （禁止行為） 

第４条 傍聴する者は、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 審議会会場において、傍聴席以外の場所に立ち入ること。 
(2) 審議会会場において、みだりに席を離れること。 
(3) 審議会会場において、私語、談笑その他騒がしい行為をすること。 
(4) 審議会会場において、審議会の言論に対して拍手その他の方法により賛否を表
明すること。 

(5) 審議会会場において、飲食又は喫煙をすること。 
(6) 審議会会場外に審議会資料を持ち出すこと。 
(7) 前各号に掲げるもののほか、審議会の妨害となるような行為をすること。 

 （撮影、録音等の禁止） 

第５条 傍聴する者は、審議会会場において、撮影、録音その他これらに類する行為を

してはならない。ただし、審議会の許可を得た者は、この限りでない。 

 （退場） 

第６条 傍聴する者が、前２条の規定に違反するときは、審議会の長はこれを制止し、

その命令に従わないときは、その者を退場させることができる。 

２ 傍聴する者は、公開の審議会中において、審議会が審議の全部又は一部を公開しな

いこととしたときは、速やかに退場しなければならない。 

 （委任） 

第７条 この要領に定めるもののほか、審議会の傍聴に関し必要な事項は、審議会の長

が審議会に諮って定める。 

   附 則 

 この要領は、平成２１年８月２７日から施行する。 
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平成  年  月  日 

小田原市水道料金審議会傍聴人受付簿 
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小田原市水道料金審議会傍聴人受付簿 
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水道事業の沿革と概要について 

１．沿革 

 本市の水道事業は、旧小田原町一円を給水区域とし、昭和 11年 3月に給水を開始し

ました。 

 高度経済成長期の発展や人口増加に追従すべく、５回の拡張認可を経て現在に至って

います。直近の第五期拡張事業変更届出では、国立社会保障人口問題研究所の人口推計

に基づき、計画給水人口を178,545人に設定しています。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業認可の変遷 

名 称 
許可(届出) 
年月日 

計画 
目標 
年次 

計画 
給水人口 
（人） 

計画一日 
最大給水量 
（m3/日） 

主な事柄 

創  設 S 8. 3.18 S24 35,000 5,775 S11給水開始 

第一水源地竣工、小峰配水池竣工 

第一期拡張事業 S30. 4. 6 S35 50,000 10,000 S23小峰配水池増設、S29久野配水池竣工 

S30第二水源地竣工 

第二期拡張事業 S34. 2.10 S50 127,300 38,190 S35第三水源地竣工、S37中曽根補助水源竣工 

S39諏訪原配水池竣工 

第三期拡張事業 S41. 1.25 S60 295,500 147,750 S44高田浄水場稼働開始 

S49飯泉取水堰から取水開始 

S51中河原配水池竣工、S60水之尾配水池竣工

S62中河原配水池増設 

第四期拡張事業 H 1. 2. 3 H12 201,000 116,000 H12新久野配水池竣工 

第五期拡張事業 H14. 5.31 H22 194,020 84,120 H16根府川第二浄水場竣工 

H17根府川第一浄水場竣工 

H18第二水源地深井戸増設 

H21高田浄水場新一号沈でん池竣工 

第五期拡張事業 

(変更届出) 

H25. 3.11 H32 178,545 71,034 H27薬品注入設備更新 
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２．給水区域及び配水系統 

 市内の給水区域は、中河原配水系統、久野配水系統、小峰配水系統及び片浦配水系統

の４系統に大きく区分され、一部に神奈川県営水道が給水する区域があります。 
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○水源から給水までの流れ 
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３．施設概要 

 本市の水道施設の概要は次のとおりです。 

3.1 水源 

 本市水道事業の水源は下表のとおりです。 

水源一覧 

配水 
系統 

名称 種別 建設年 
取水量 

m3/日 

中河原 

久野 
飯泉取水ポンプ所 表流水 S49 76,897 

久野 第三水源地 深井戸 S36 2,000 

小峰 

第一水源地 深井戸 S11 3,000 

中曽根補助水源地 深井戸 S37 2,000 

第二水源地 
深井戸 S30 3,000 

深井戸 H18 3,000 

片浦 

石橋水源地 深井戸 H 2 169 

米神水源地 深井戸 H 2 215 

根府川第一水源地 湧水 - 600 

根府川第二水源地 湧水 - 627 

根府川第三水源地 深井戸 H 4 551 

 
3.2 浄水施設 

 本市水道事業が保有する浄水施設は下表のとおりです。 

浄水施設一覧 

配水 
系統 

名称 水源 建設年 
施設能力 

浄水処理方式 
m3/日 

中河原 

久野 
高田浄水場 河川表流水 S44 80,000 凝集沈でん・急速ろ過 

片浦 
根府川第一浄水場 湧水 H17 600 膜ろ過 

根府川第二浄水場 湧水 H16 627 膜ろ過 
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3.3 配水施設 

 本市水道事業が保有する配水施設は下表のとおりです。 

配水施設一覧 

配水 
系統 

名称 構造形式 建設年 
容量 

m3 

中河原 
中河原配水池 PC造 S51 20,000 

下曽我加圧ポンプ所 RC造 H 4 224 

久野 

久野配水池 RC造 S29 6,000 

新久野配水池 PC造 H12 1,500 

諏訪原配水池 RC造・SUS造 S29 900 

小峰 

小峰配水池 RC造 S11 5,600 

水之尾配水池 PC造 S61 1,000 

城南減圧水槽 RC造 H20 100 

富士山配水池 RC造 S42 50 

富士山高区配水池 FRP造 H 3 15 

片浦 

石橋配水池 RC造 H 3 220 

米神配水池 RC造 H 3 270 

根府川高区配水池 RC造 H 4 230 

根府川低区配水池 RC造 H 5 460 

根府川20m3配水池 RC造 - 20 

根府川加圧ポンプ所 - H 9 - 

江之浦配水池 RC造 H 4 640 
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４．各配水系統の配水量及び給水状況 

 平成26年度実績では、全体の一日平均配水量は59,818㎥、給水人口は176,658人で

す。 

 各配水系統の全配水量に占める割合は、小峰配水系統が約 11％、久野配水系統が約

22％、中河原配水系統が約65％、片浦配水系統が約2％です。 

 本市水道事業の普及率は96.9％です。 

各配水系統の配水量及び給水人口状況 

 
全体 

小峰 

配水系統 

久野 

配水系統 

中河原 

配水系統 

片浦 

配水系統 

一日平均配水量(㎥) 59,818 6,908 12,998 38,668 1,244 

給水人口(人) 176,658 約17,500 約36,000 約122,000 約1,500 

全配水量に占める割合(％) 100 約11 約22 約65 約2 

給水普及状況 

給水区域人口 給水人口 普及率 

182,385人 176,658人 96.9％ 

 
 
５．管路の布設状況 

 管路の目的別延長は、導水管、送水管、配水管を合わせた総延長は約 763.8kmです。 

 口径75mm以上の管路の耐震化率は約28.8％です。 

管路の布設状況 

 合計 導水管 送水管 配水管 

管路総延長 約763.8 km 約7.3km 約30.1km 約726.4km 

耐震化率 口径75mm以上の管路を対象 約28.8％ 
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６．経営状況 

6.1 平成26年度決算状況 

地方公営企業として位置づけられている水道事業の経理は、地方公営企業法施行規則 

により収益的収支と資本的収支の２つに区分されています。 

 

 

 

 

 

 収入のうち、約 83％が水道料金収入となっており、水を作り届けるための様々な費

用のほとんどは、お客さまからお支払いただく水道料金で支えられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入

28億

6千万円

支出

27億

1千万円

当年度純利益

1億5千万円

水道料金

23億8千万円
お客さまからいた

だく水道料金収入

水道利用加入金

1億円
お客さまの水道管

の新設や増径時に

いただく収入

その他収入

3億8千万円

その他支出

4億7千万円薬品費

3千万円
浄水処理をするた

めの薬品代

動力費

2億1千万円
浄水場などを運転

するための電気代

修繕費

2億5千万円
水道施設等の修理

費

支払利息

2億8千万円
水道施設をつくる

ために借り入れた

お金の利息

人件費

4億3千万円

減価償却費

10億4千万円
長期利用する施設

の1年毎の価値の減

少分を費用化した

もの

※金額は税抜 

収益的収支 水道水をつくり、ご家庭にお届けするための経費と財源 
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建設改良費については、今後、施設の耐震化や老朽化施設の更新を順次進めていく必

要があることから、経費が増大していくことが見込まれます。 

 資本的収支の不足額は13億4千万円になりますが、通常、資本的収支は財源不足に

なる仕組みとなっていますので、現金支出を伴わない減価償却費などによる内部留保資

金等で補填します。 

 平成 26年度は減価償却費などによる留保資金のほか、これまでの利益の積立である

建設改良積立金を取り崩して補填しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入

5億

6千万円
支出

19億円

企業債

5億円
水道施設をつくる

ために借り入れた

お金
その他収入

6千万円

企業債償還金

6億1千万円
水道施設をつくる

ために借り入れた

お金の元金を返済

する経費

建設改良費

12億8千万円
水道施設を建設し

たり、老朽化した

施設を更新するた

めの経費

不足額 13億4千万円

現金支出を伴わない減

価償却費などによる内

部留保資金等で補填 

※金額は税抜 

資本的収支 水道施設をつくるために要する経費とその財源 
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○平成7年度との比較 

最後に料金改定を実施した平成 7年度以降、水道料金収入は減収傾向にありますが、

委託化などの経営の合理化に努め、人件費などの経常費用を削減することにより、黒字

を確保しています。 

 しかしながら、このまま料金収入の減少が続けば、施設、管路の適切な維持・管理や、

耐震化などの必要な事業ができなくなる恐れがあります。水道事業は、生活に不可欠で

代替の効かないライフラインであり、計画的な施設更新・耐震化による安定供給が不可

欠です。そういった観点から、料金水準を見直す必要があります。 

 

決算比較表（税抜） 

 平成26年度 平成7年度 差引 

料金収入 2,376,634,055 3,423,768,235 ▲1,047,134,180 

人件費 432,071,770 718,656,961 ▲286,585,191 

修繕費 251,712,292 1,003,959,144 ▲752,246,852 

純利益・純損失 151,717,256 668,104,215 ▲516,386,959 

建設改良費 1,284,714,193 1,765,784,973 ▲481,070,780 

企業債残高 10,652,890,971 11,535,653,838 ▲882,762,867 

  

 

6.2 水道料金収入の推移 

 水道料金収入は減収傾向にありますが、これは、長引く経済の低迷から、企業がコス

ト削減に努めたことによるほか、一般家庭における洗濯機やトイレなどの節水型機器の

普及や節水意識の向上等により使用水量が減少したことによるものです。 

水道料金収入の推移 

年度 水道料金収入 年度 水道料金収入 

平成7年度 3,423,768,235 平成17年度 2,958,127,887 

平成8年度 3,311,192,805 平成18年度 2,838,967,225 

平成9年度 3,265,413,045 平成19年度 2,790,304,300 

平成10年度 3,188,987,000 平成20年度 2,626,109,343 

平成11年度 3,151,023,010 平成21年度 2,560,601,751 

平成12年度 3,164,308,660 平成22年度 2,551,848,290 

平成13年度 3,088,515,535 平成23年度 2,479,459,765 

平成14年度 3,011,081,230 平成24年度 2,453,603,640 

平成15年度 2,939,976,875 平成25年度 2,417,372,255 

平成16年度 2,919,688,531 平成26年度 2,376,634,055 
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6.3 企業債残高の推移 

 企業債残高は年々減少しており、平成17年度には127億円あった残高が、平成26年

度には106億円と、21億円の減となっています。これは、平成19年度、22年度、23年

度に、公的資金補償金免除繰上償還の制度を活用して、企業債の繰上償還を図ったこと

と、企業債の新規借入額を償還金の範囲内に抑えることで企業債残高の抑制に努めてき

たことによるものです。 

企業債残高の推移 

年度 企業債残高 年度 企業債残高 

平成17年度 12,711,603,339 平成22年度 10,963,745,744 

平成18年度 12,408,656,797 平成23年度 10,863,329,805 

平成19年度 11,908,707,273 平成24年度 10,834,625,383 

平成20年度 11,901,304,720 平成25年度 10,763,460,223 

平成21年度 11,720,945,759 平成26年度 10,652,890,971 

 

6.4 資金残高の推移 

 過去 10ヵ年の推移では、20億円前後の資金を確保しています。平成 22年度に資金

残高が減少しているのは、企業債の繰上償還を実施するために減債積立金を取り崩した

ことによるものです。また、平成 26年度については、高田浄水場薬品注入施設の築造

に伴い資金需要が増大し、建設改良積立金を取り崩したことにより、資金が減少したも

のです。 

 収益的収支では、黒字を確保しているものの、利益は資本的収支の不足額の補填財源

として使用されるため、建設改良工事が増加すると、資金残高は減少することになりま

す。今後、水道料金収入が減少する一方で、施設の更新や水道管の耐震化のための支出

が避けられないことから、事業の実施に必要な資金を確保するためには、水道料金の見

直しが必要となっています。 

資金残高の推移 

年度 資金残高 年度 資金残高 

平成17年度 2,129,816,924 平成22年度 1,605,398,810 

平成18年度 2,185,259,065 平成23年度 1,821,841,300 

平成19年度 2,032,138,814 平成24年度 2,208,958,809 

平成20年度 2,005,604,057 平成25年度 2,106,606,385 

平成21年度 2,138,498,049 平成26年度 1,673,148,572 

 

 
















